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２０１１年４月８日

全　地方本部　執行委員長　様

　全　単組・総支部執行委員長　様
自治労北海道本部

執行委員長　　山　上　　　　潔

（ 組織部・賃金労働部 ）
東日本大震災に対応する派遣組合員の勤務条件について

東日本大震災に対応する救援活動に多くの単組から、物心両面にわたった支援をいただいていることに対し、心から感謝します。

さて、自治労として４月第２週から一定の期間にわたって、被災地における避難所の対応を中心としたボランティアを実施することとしていますが、現在、その際に派遣する組合員の勤務態様について、議論が生じているところです。

自治労北海道本部として以下のとおり取り扱うこととしますので、自治体全単組において、可能な限り、当局交渉を実施し、条件の確保に努めて下さい。

記

１　総務省の考え方について

　総務省は、３月２２日、各自治体に対して「総行公第２１号総務省自治行政局公務員部長通知」を出し、東日本大震災に対する救援活動あるいは復興対策の協力について、基本的にはこの取り扱いに基づいて対応することを明らかにしています。その中では「職員を派遣する場合の取り扱いにつきましては、すでに多くの場合、短期の職務命令による派遣の扱い（公務出張）がとられているところですが、当部としても、このような対応は適当と考えております」との見解を示し、自治体が被災地域の様々な応援体制をとる場合は、基本的には短期間であっては「公務出張」＝業務と位置づけることについて問題は無いという見解に立つものと考えられます。また、中長期にわたって職員を派遣する場合には、地方自治法第２５２条の１７に規定する職員の派遣によることが適当であるとした見解も示しており、被災地域に対する職員の派遣について、一定の見解が示されているところです（資料１）。
２　自治労本部としての現在の対応状況について
自治労としては、東日本大震災の被災地が東北地方から関東圏の太平洋側全域に及ぶという事態であることから、最低でも阪神・淡路大震災の当時と同様、ないしはそれ以上の対応を政府に対して求めているところです。具体的にはすでに北九州市で取り扱われたように、年間５日間しか認められていないボランティア休暇の特例による拡大運用を求めるとともに、一方で職務専念義務の免除の適用について、論議を行っているところですが、現時点では結論は出されてはいません。

３　道本部としての考え方と具体的な対応について

（１）自治労本部においては、今回の震災対応に対し、４月第２週から約２ヶ月間にかけて、被災地の支援を中心とする行動提起を行い、道内各単組のボランティアを募集しており、４月１０日には第１班が岩手県へ向かうこととなっています。

特に中長期にわたって、被災地域に対する応援体制をとることから、特に単組の代表としてボランティア行動に参加する組合員の環境整備を図るために、今回の被災地での応援業務について、①本来業務の出張として認めさせること、②出張と整理できない場合は職務専念義務の免除として対応すること、③これらが難しい場合、特別休暇（ボランティア休暇－年５日）等の取得とさせることが必要となります。特に特別休暇とした場合は日数などの制限があるため、特例を確保できるかどうかも課題となると考えます。また、派遣などの条例が整備されていない場合については、これを機に整理する必要があります。
（２）北九州市においては、特別休暇（ボランティア休暇）の特例（年５日とは別に震災対応で10日間付与）を今回の震災対応に限って設けてきており、このような自治体独自の判断も出てきています（資料２）。

従って、自治労北海道本部としては、総務省の通知が出されていることや北九州市における取り扱いなどを参考にして、上記の課題等について整理を図って、震災ボランティアの実施に対して影響の出ることがないように対応していく必要があると考えます。
（３）各自治体単組においては、上記の考え方に基づいて、しっかりと当局との取り扱いを整理して、震災対応にあたることとします。なお、北九州市の例のように、自治体の判断として、成果が得られた内容については、道本部へ報告願います。全道的な状況がつかめましたら、改めてお知らせすることとします。
以　上
総行公第２１号
平成２３年３月２２日

各都道府県知事
　　　　　　　　　　　　　殿
各指定都市市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務省自治行政局公務員部長
東北地方太平洋沖地震に係る被災地方公共団体に対する人的支援について
　東北地方太平洋沖地震による被災地への人的支援については、既に各地方公共団体において積極的な対応をしていただいているところですが、今後の被災者の生活支援や被災地の復旧に対応するために、今後とも支援が必要と思われるところです。
　つきましては、各地方公共団体においては、今後とも、職員の派遣について、格別のご支援、ご協力をお願いします。
　職員を派遣する場合の取扱いにつきましては、既に多くの場合、短期の職務命令による派遣の扱い（公務出張）がとられているところですが、当部としても、このような対応は適当と考えております。
　また、地方公共団体の被災地域への応援に要する経費につきましては、特別交付税措置を講じることとしておりますので申し添えます。
　なお、今後、中長期にわたって職員を派遣する場合には、地方自治法第２５２条の１７に規定する職員の派遣によることが適当であると考えておりますので、併せて申し添えます。
あわせて、貴都道府県内の市区町村に対してもこの旨伝達していただくようお願いします。
	[連絡先]
総務省自治行政局公務員部公務員課　長田、清水
電　話　０３―５２５３―５５４２
ＦＡＸ　０３―５２５３―５５５２
e-mail　t.osada@soumu.go.jp


総行公第２１号
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全国知事会事務総長
全国都道府県議会議長会事務総長
全国市長会事務総長
全国市議会議長会事務総長
全国町村会事務総長
全国町村議会議長会事務総長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務省自治行政局公務員部長
東北地方太平洋沖地震に係る被災地方公共団体に対する人的支援について
東北地方太平洋沖地震に係る被災地方公共団体に対する人的支援について、各都道府県知事及び各政令指定都市市長あて別添のとおり協力を要請いたしましたのでお知らせいたします。
貴団体におかれましても、この趣旨を踏まえ、適切にご対応いただくようお願いします。
	[連絡先]
総務省自治行政局公務員部公務員課　長田、清水
電　話　０３―５２５３―５５４２
ＦＡＸ　０３―５２５３―５５５２
e-mail　t.osada@soumu.go.jp
  　   　 h2.shimizu@soumu.go.jp
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